（様式３）
農業界と経済界の連携による先端モデル農業確立実証事業実施計画書（経１）
１　応募団体の概要
	名称
	

	所在地
	

	統括責任者
	

	構成員

	


２　事業の実施方針
	　以下の内容について、取組方針や実施体制、特筆すべき創意工夫等を具体的に記載すること。（１）連携プロジェクト実施主体の公募
（２）連携プロジェクトの進捗状況の管理
（３）連携プロジェクトの評価
（４）連携プロジェクトの広報
（５）農業法人等と企業等の連携体制の構築支援（マッチング）



３　事業の活動内容
	時期（年月）
	活動内容
	備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（注）本欄には、年度単位での事業の活動内容について具体的に記載してください。
４　事業費内訳調書                                               　    （単位：千円）
	       区分
（費目）

	補助事業に要  する経費
 （Ａ＋Ｂ） 

	       負担区分        
	         積算基礎          


	
	
	国庫補助金
  （Ａ）   
	  その他
  （Ｂ）   
	

	○ 連携プロジェクト実施主体に対する助成
○ 有識者謝金
○ 有識者旅費
○ 労務費
○ 旅費
○ 事務等経費
　・ 会議費
　・ 印刷製本費
　・ 通信運搬費
　・ 消耗品費
　・ 役務費
　・ 借上費　　等
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	

	経費の必要性と本事業との関連性

	○ 連携プロジェクト実施主体に対する助成
○ 有識者謝金
○ 有識者旅費
○ 労務費
○ 旅費
○ 事務等経費



（注）１　補助事業を実施するために必要な経費（消費税を含む。)は、上記の費目以外を計上することはできません。なお、各費目の計上に際しては次を参考としてください。
①　連携プロジェクト実施主体に対する助成は、連携プロジェクト実施主体が行う実証事業に必要となる経費とします。
②　有識者謝金は、有識者の情報収集、会議出席等に要する謝礼とします。
③　有識者旅費は、有識者の情報収集、会議出席等に要する旅費とします。
④　労務費は、賃金手当、雑給、賞与、法定福利費、謝金等とします。
⑤　旅費は、出張旅費、宿泊費、日当、自動車燃油費とします。
⑥　事務等経費は、会議費、印刷製本費、通信運搬費、消耗品費、役務費、借上費等とします。
２　「積算基礎」欄には、積算方法や積算内訳及び積算における考え方などを記載してください。
３　経費の必要性と本事業との関連性について記載してください。
４　必要に応じて単価等の設定根拠となる資料を添付してください。
５　その他の添付資料（任意）
